
独創的なアイデアを持つ若者等への支援事業実施要綱（第三期） 

 

                                     令和８年８月 20 日 

８ス戦イ第 754 号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、初動期で資金供給を十分に受けられていない若者やスタートアップ（以下

「起業家等」という。）が持つ独創的なアイデアの事業化を促進するために、スタートアップ支

援事業運営者（以下「運営事業者」という。）と連携して実施する起業家等支援の取組に対して、

東京都が支援する「独創的なアイデアを持つ若者等への支援事業」（以下「本事業」という。）

に関し、基本的な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 本事業における用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）起業家等とは、東京において概ね２年以内に起業の予定であるプレシード期の者、及び起

業後も含むシード期のスタートアップをいう。 

（２）運営事業者とは、以下の要件を満たす法人格を有する事業者とする。 

ア 次のいずれかに該当するもの 

（ア）株式会社、持分会社（合名会社、合資会社、合同会社）、監査法人・弁護士法人等の

いわゆる士業に係る営利法人 

（イ）特定非営利活動法人、一般財団法人、一般社団法人 

（ウ）その他東京都が認めるもの 

イ 起業を目指す者やスタートアップの成長支援のためのイベントや勉強会等の開催実績

を有すること。 

 

（実施場所） 

第３条 本事業の対象は、起業家等の裾野拡大や起業・事業化に資する取組とし、Tokyo 

Innovation Base（以下「ＴＩＢ」という。）を中心に実施するものとする。 

 

（実施体制） 

第４条 東京都（以下「都」という。）は、別途定める募集要項等に基づき応募したスタートアッ

プ支援事業者（以下「応募事業者」という。）を審査・採択し、運営事業者を選定し、協定等に

基づき負担金を支払う。また、東京都会計事務規則（昭和３９年東京都規則第８８号。以下「会

計規則」という。）第８３条第１項第４号により概算払いをすることができる。その場合、運営

事業者からの請求に基づいて支払いができるものとする。 

 

（事業の内容） 

第５条 運営事業者は、第１条の目的を達成するために、本事業として次の各号に掲げることを

行うものとする。 



（１）事業計画の立案 

以下の要件を踏まえて事業計画を策定し、都に提案すること。 

・多くの若者や学生のアイデアの創出から起業につなげ、自律的に事業を進めていけるよ

うになるまでの伴走型の支援であること。 

・従来の手法では埋もれてしまうアイデアを、可能な限り幅広く採用し、挑戦する機会を

与えること。 

・ＴＩＢのリソース等を効果的に活用するとともに、同時並行的に多くの起業支援ができ

る体制を整備すること。 

・時節や起業の動向を踏まえ、多様なシーズやアイデアに対応できるよう、起業支援の体

制を整備すること。 

・ＴＩＢにおける学生や若者の起業の成功確率が上がっていくよう、ノウハウが蓄積され

る仕組を備えること。 

・民間による初動期の資金供給を促進するため、支援モデルの波及を目的とした成果発信

を実施すること。 

・起業や事業推進の際に不足する経営機能の補完に繋がる取組を行うこと。 

・支援プログラムやイベント等の実施については、都内・全国のエコシステム拠点等との

連携も積極的に推進していくこと。 

（２）起業家等の募集・母集団形成・伴走支援 

イベントの開催、情報発信、広告などを通じて、支援対象となる起業家等を募集し、母

集団を形成し、起業・事業化に向けた伴走支援を実施すること。 

（３）成果発信 

  本事業の成果や、取組の好事例等について、Ｗｅｂサイトへの掲載やグローバルイベン

トなどの機会を通じた情報発信を行うこと。また、既に本事業を活用、終了した起業家やス

タートアップの情報発信の場や交流機会の提供等を通じ、フォローアップを行うこと。 

（４）その他、本事業の趣旨に資すると都が判断するもの 

 

（役割分担） 

第６条 都は、前条の内容を実施する運営事業者の公募、審査及び決定を行う。 

２ 運営事業者は前条の事業を実施する。 

３ 本事業を遂行するために必要な経費は、予算の範囲内において都が負担する。 

 

（運営事業者の募集等） 

第７条 都は、本事業の対象となる運営事業者を公募する。 

２ 前項の公募に応じる運営事業者は、別記第１号様式の申請書を提出しなければならない。 

３ その他公募に必要な事項は別に定める。 

 

（運営事業者の決定） 

第８条 都は、前条の申請書の提出を受けたときは、別途定める審査会に諮った上で、適切と認

めるときは、本事業の対象として決定し、別記第２号様式による決定通知書により運営事業者



に通知するものとする。 

  また、本事業の対象としないと決定したときは、その旨を別記第２号の２様式により、応募

事業者に通知する。 

 

（協定書の締結） 

第９条 前条の規定に基づき、本事業の対象として決定された運営事業者は、本事業の実施に必

要な事項を定めた協定書を都と締結する。 

２ 前項の協定書の締結により、本事業の対象として確定する。 

 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施に必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和８年８月 20日から施行する。 

 

 


